















































































































































　４位  IBM/LLNL 製 の Blue 
Gene/L DD １プロトタ
イプ（米、11.68）
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社会基盤分野
膀 燃料電池電車の研究が
進行中
　水素燃料電池自動車は現在技術
実証段階にある（2003 年２月号特
集記事参照）が、水素を燃料とす
る燃料電池を鉄道車両の動力源
として利用する研究が進められ
ている。
　東日本旅客鉄道株式会社（JR
東日本）は 2003 年５月から、試
験車両「NEトレイン」の走行試
験を開始した。NEとは、新エネ
ルギーを意味する。この車両は、
ディーゼル発電機で電力を発生さ
せ、可変電圧・可変周波数（VVVF）
の交流に変換して、誘導電動機を
駆動する、いわゆるインバータ電
車である（JR東日本では気動車
としている）。この車両の屋上に
はリチウム電池が搭載され、ブレ
ーキ時に発生する回生電力を蓄積
する。走行試験では電池だけで起
動し、必要により発電機で充電す
るという方式で運行した。この車
両は、今後ディーゼル発電機を燃
料電池に置き換えることを目指し
ている。
　一方、財団法人鉄道総合技術研
究所（鉄道総研）でも、燃料電池
を電源とする電車の開発を行って
いる。
　鉄道総研は2004年４月までに、
走行模擬試験台において30kW相
当の固体高分子型燃料電池でイ
ンバータ電車用台車を用い、起動
時トルク350N程度、１km/h/s の
加速度で時速50kmまで到達させ
る試験に成功した。燃料電池電車
の仕様目標は、燃料電池及び他の
蓄電媒体の合計出力が800kW、２
両編成（定員280名）で最高時速
120kmとしている。また１回の水
素充填で 300kmから 400km程度
走行できることを目指している。
　新エネルギー・産業技術総合開
発機構（NEDO）は、2005年の愛
知万博においてNEDOパビリオン
に出力 800kWのリン酸型燃料電
池を一般公開する予定である。こ
の燃料電池は室内据付型で重量が
18トンもあり、鉄道車両に搭載で
きるほど小型・軽量ではない。鉄
道総研では鉄道車両用燃料電池と
して固体高分子型を想定しており、
燃料込みのシステム質量を５トン
に目標をおいている。燃料電池の
小型化及び低価格化のための技術
開発が今後の最大の課題である。
　車両基地において水素を供給す
る水素ステーションは、鉄道総研
と東京ガス株式会社が共同で試設
計を行い、40編成の車両基地を想
定した場合の実現性を検討し、東
京ガスが有する技術で実現可能と
いう結果を得た。東京ガスは国の
委託を受けて、首都圏で運用中の
10箇所の燃料電池自動車用水素供
給ステーションのうちの１つ（千
住）を担当しており、定常運用の
実績がある。
　エネルギー源を燃料電池にした
場合、排出物が水だけになり、環
境保全に寄与すると期待される。
経済性に優れた燃料電池電車が実
現すれば、既設の非電化線区をは
じめ、新しい路線や路面軌道等に
おいても、クリーンなエネルギー
を利用した車両として活躍する可
能性がある。また路面軌道では架
線が不要になり、都市の美観を保
つ効果もある。川崎市、さいたま市、
札幌市、東京都江東区などでも燃
料電池を用いた路面電車の運行に
関心を寄せている。
フロンティア分野
膀 フランスが電磁場観測
衛星を打上げ
　フランス国立宇宙研究センタ
ー（CNES）は６月 29 日、バイ
コヌール宇宙センターから ISC
コスモトラス社①のドニエプル１
ロケットにより電磁場観測衛星
DEMETER（デメテール）の打上
げに成功した。DEMETERは重量
130kgの小型衛星で、磁場三成分、
電場二成分、プラズマ・粒子観測
装置を搭載し、地震や火山噴火な
どの自然現象及び人間活動が電離
層に与える影響調査を目的に観測
を行う衛星である。フランスは国
土の中央部がイタリア･ギリシャ・
トルコに連なる大地震多発地帯に
あり、レユニオンやニューカレド
ニアなどの海外県・海外領土には
火山が多数ある。
　地震の前兆現象に関する研究の
中で、ギリシャが電磁現象に着目
して地震予知に成功した例はよく
知られている。また中国でも動物
の活動や井戸の異常などから大地
震を予知し、早期避難で被災規模
を小さくすることに成功した例が
ある。我が国では、1995年の兵庫
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科学技術動向　2004 年８月号
12
県南部地震が発生する数時間前に、
上空の電離層に異常が起きていた
可能性が高いという研究報告もあ
る。しかし、そのメカニズムはま
だ解明されておらず、また雷や人
工的な電磁波の影響もあり、仮に
変化が検出できてもそれが直ちに
地震発生の前兆とは判断できない
という意見もある。
　マグニチュード７以上の大地震
は、世界では年間10～20回発生し
ており、衛星を利用すれば比較的
短期間に定量的評価が可能である。
これまで、DEMETERと同種の衛
星は旧ソ連、米国でも打ち上げら
れている。特に旧ソ連は多数の科
学衛星による観測で地震発生と電
磁場変化の関係を研究してきた。
　我が国の地震電磁気研究は、平
成７年より旧科学技術庁の主導で、
理化学研究所の「地震国際フロン
ティア研究」と旧宇宙開発事業団
の「地震リモートセンシングフロ
ンティア研究」が行われた。前者
は2001年度で終了し、観測点等が
各地の大学に引き継がれた。後者
は2000年度で終了し、研究は中止
となった。1999 年の第２回日仏
宇宙協力シンポジウムではフラン
スからDEMETER受信の協力要
請があったが、予算上の問題で協
力実現には至らなかった。
　地震と電磁場変化の関係を研究
する上でデータ取得の機会が増大
することは有意義であり、今回の
打上げ成功をきっかけにして、地
球観測衛星を利用した災害の予
知・予測について再検討を行うこ
とが望まれる。
《DEMETERの外観》
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